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研究成果の概要（和文）：日本の『レジャー白書』の調査手法を、モンゴル国、韓国、中国に適用して、約100
種類のレジャー活動の参加率、参加希望率、潜在需要を定量化し、日本のデータと比較し、各国の特性を明らか
にした。調査はWebアンケートを用い、質問紙で補完した。サンプル数は、モンゴル国342、韓国571、中国・上
海657、中国・海南1331。
　調査対象国のなかで、韓国の参加率は日本より水準が高く、レジャー活動が活発である。日本と韓国の参加
率、参加希望率にはそれぞれ相関関係が見られた。一方、モンゴル国では、参加率と潜在需要に相関関係がみら
れた。韓国、中国・上海、中国・海南では、参加率と参加希望率に相関関係が見られた。

研究成果の概要（英文）：This research presents the comparison of participation data between JAPAN 
and Mongolia, Korea, Shanghai, Hainan in China. Applying the same methodology used in a study which 
is reflected in the White Paper on Leisure in Japan, we examined consumer participation rates for 
the past year in about 100 types of leisure activities as well as consumers’ needs for the future. 
This survey used mainly an Web survey and added a questionnaire on paper. The numbers of valid 
answers are 342 in Mongolia, 571 in Korea, 657 in Shanghai, 1331 in Hainan.
The result shows that in general the participation rates in leisure activities is higher in Korea 
than in Japan. The statistical test presents correlation between the Korean and Japanese 
participation rates and Participation needs rates. In Mongolia, there was a correlation between 
participation rate and potential demand. In Korea, Shanghai in China, Hainan in China, there was a 
correlation between participation rate and participation needs rate.

研究分野： 観光学・レジャー学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）レジャー白書データの学術的活用 
 『レジャー白書』は、1977 年に当時の財団
法人余暇開発センターによって創刊され、毎
年、日本全国の 15 歳以上 79 歳以下の男女
3,000 人以上を対象に、レジャー活動への参
加実態を調査し、またレジャー産業の市場規
模を推計し、時系列的にとりまとめている。
2000 年に財団法人自由時間デザイン協会に
改組された後も、引き続き発行が続けられ、
2003 年からは、現在の公益財団法人日本生産
性本部の余暇創研が業務を引き継いでいる。
このデータは、日本人のレジャーの現状や動
向を把握できる貴重な資料として、産業界や
学術研究分野において有効活用されている。 
 研究代表者は、この『レジャー白書』の 2
章「レジャー関連産業・市場の動向」の執筆
に 1990 年から継続して携わるとともに、レ
ジャー活動データの分析、調査項目の追加変
更、調査方針や特集テーマ設定に関する助言
などを行っている。このデータを学術分野で
さらに有効活用することが期待される。 
（２）レジャー活動データ国際比較の有用性 
 日本人のレジャー活動は、国際的にみてど
れくらいの水準にあるのか。日本人のレジャ
ー活動は国際的にみてどのような特徴があ
るのか。逆に、日本と比べて、諸外国のレジ
ャーはどのような状況にあるのか。こういっ
た疑問を解決できる、統一的かつ総合的な国
際比較データは見られない。研究代表者と日
本生産性本部らによる研究チームにおいて
は、日本の『レジャー白書』の調査手法を、
他の国に適用し、いわば“国際レジャー白書”
と呼べるものを取りまとめることの有用性
を共通認識としている。だが、こうした調査
は経済ベースに乗りにくいため、関係機関に
よる事業化は困難な状況にある。 
（３）世界のレジャー事情と活動データに関
する文献の少なさ 
 世界各国のレジャー事情を総合的に整理
した文献として『余暇総覧』(産業構造審議
会余暇部会答申・通産省余暇開発室編、ダイ
ヤモンド社、1974 年)がある。ただし、デー
タが古い上に、定性的な分析にとどまり、定
量的な国際比較調査は行われていない。その
後は、余暇開発センターが、「余暇行動等に
関する国際比較研究」（1980 年）、「余暇と労
働に関する国際比較研究」（1981 年）、「７ヵ
国比較国際レジャー調査」（1989 年）をとり
まとめた。ここでは、対象国を若干拡げ、統
一的な調査手法により国際比較を行ってい
る。だが、徐々に比較対象国が限定され、最
終的にはアメリカ、イギリス、オーストラリ
ア、カナダ、ドイツ、フランスの先進 6カ国
にしぼられた。その後は、価値観や意識に重
点を置いた国際比較調査が継続的に行われ
た。自由時間デザイン協会と経済交流財団が
まとめた「余暇・レジャー等に関する国際的
な情報受発信を可能とする統合的な情報シ
ステムの在り方に関する調査研究事業報告

書」（2001 年）は、アメリカ、イギリス、オ
ーストラリア、ドイツ、フランスのレジャー
事情に関する調査結果を情報発信コンテン
ツのひとつとしてとりまとめた。だが、ここ
ではレジャー活動の国際比較は行われてい
ない。 
（４）世界各国のレジャー活動データ国際比
較の不在 
 国際的にレジャー活動データを収集した
文 献 と し て 『 Free Time and Leisure 
Participation: International 
Perspectives』(Edited by Grant Cushman、
A.J.Veal、Jiri Zuzanek、CABI Publishing、
2008) が挙げられる。ここでは、世界 15 カ
国におけるレジャー活動データを紹介し、国
際比較の重要性に言及している。だが、実際
にデータの国際比較は行われていない。問題
は、各国で行われている調査のレジャー活動
種目や対象範囲、調査手法などが異なる点に
ある。  
（５）レジャー白書 2014 以降の日米比較試
行 
 研究代表者は『レジャー白書 2014』(日本
生産性本部、2014 年 8 月発刊)において、レ
ジャー白書データと入手可能な調査データ
を用いて、レジャー活動データの日米比較を
試みた。その結果、ある程度意義のある結果
は得られ、その可能性は小さくないことを明
らかにしたが、やはり統一的な調査手法を用
いていないことの限界が見られた。 
 
２．研究の目的 
 研究代表者が長年執筆に携わる『レジャー
白書』の調査手法を、アジア近隣諸国（モン
ゴル国、韓国、中国・上海、中国・海南）に
適用することにより、今後レジャー活動の発
展が見込まれる国々のレジャー活動参加率、
参加希望率、潜在需要を定量化し、日本のデ
ータと比較して特性を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 『レジャー白書』と同様の Web アンケート
を行った。そのため、調査対象国に対応する
独自の Web アンケートを構築した。ただし、
高齢者層の回答を補完するため、質問紙調査
を追加した。調査票は各国の関係機関と協力
し、対象国の言語に翻訳した。モンゴル国は
調査期間 2015 年 11月〜2016 年 3 月、有効回
答数 342 サンプル、韓国は調査期間 2016 年
12 月〜2017 年 1 月、有効回答数 571 サンプ
ル、中国・上海は調査期間 2017 年 12月〜2018
年 1 月、有効回答数 657 サンプル、中国・海
南は調査期間 2017 年 12月〜2018 年 1 月、有
効回答数 1331 サンプルであった。結果は、
男女別・年齢階層別の人口構成比に基づき、
ウエイトバック集計した。 
 
４．研究成果 
（１）レジャー活動の日蒙比較 
①レジャー活動参加率の日蒙比較  



 日本よりモンゴル国の方が参加率の髙い
種目が多い（図１）。大都市ウランバートル
市民は、日本人の平均よりレジャー活動が活
発である。モンゴル国の方が日本より参加率
が顕著に高いのは、モンゴル国で参加率１位
の「映画」、２位の「ドライブ」、３位の「登
山」、４位の「カラオケ」、６位の「遊園地」、
７位の「バスケットボール」、13 位の「オー
トキャンプ」である。特に、「登山」「バスケ
ットボール」「オートキャンプ」は、日本に
おける参加率の水準が低いのに対し、モンゴ
ル国では参加率が相対的に高い。逆に、日本
の方がモンゴル国より参加率が目立って高
いのは、日本の参加率１位の「国内観光旅行」、
６位の「複合ショッピングセンター」、８位
の「動物園、植物園、水族館、博物館」、11
位の「温浴施設」、14 位の「宝くじ」である。
「国内観光旅行」はモンゴル国では未成熟で
あり、モンゴル国に少ない施設は日本の方が
参加率が高くなっている。 
 
②レジャー活動回数の日蒙比較 
 日本の方がモンゴル国より年間平均活動
回数の多い種目が大半である（図２）。モン
ゴル国の方が回数が多いのは、「バスケット
ボール」「映画」「トランプ、オセロ、カルタ、
花札」、「カラオケ」である。ウランバートル
市内に施設が多い、あるいは身近で楽しめる
レジャー活動の回数が多いことがわかる。日
本の方が突出して回数が多いのは、「ソーシ
ャルゲームなどのオンラインゲーム」「SNS・
ツイッターなどのデジタルコミュニケーシ
ョン」である。「音楽鑑賞」「読書」「トレー
ニング」「体操」「ウォーキング」などの回数
も日本の方が多い。 
 
③レジャー活動費用の日蒙比較 
 日本の方がモンゴル国より年間平均費用
の多い種目が大半である（図３）。モンゴル
国の費用が多いのは「ドライブ」くらいであ
る。日蒙の費用の差が目立つのは「乗馬」「洋
舞・社交ダンス」「ゴルフ（コース）」「スキ
ンダイビング・スキューバダイビング」「国
内観光旅行」「クルージング」である。 
 
④モンゴル国におけるレジャー活動の特性 
 モンゴル国における参加率と潜在需要の
関係をみると、負の相関関係がみられる。こ
れは、日本ではみられない傾向である。参加
率が高い種目ほど潜在需要が下がり、参加率
が低いほど潜在需要が高いのは、現在参加し
ているレジャー活動に対する継続参加意欲
が弱く、参加したことがないレジャー活動に
対する新規参加意欲が強い現れといえる。 
 また、参加率と年間平均活動回数、参加率
と年間平均費用は、正の相関関係がみられる。
これも日本ではみられない傾向である。参加
率の低い種目ほど、回数も費用も少ないこと
は、レジャー活動が多様化していないとみる
ことができる。 

 

 
図１ レジャー活動参加率の日蒙比較 
 
 

 
図２ レジャー活動回数の日蒙比較 
 
 
 

 
 

図３ レジャー活動費用の日蒙比較 



（２）レジャー活動の日韓比較 
①レジャー活動参加率の日韓比較  
 レジャー活動の参加率を日韓比較すると、
総じて、韓国の方が日本より参加率の水準が
高い（図４）。この日韓の参加率には相関関
係がみられる。韓国の１人当たり平均参加種
目数は 19.3 種目であり、これも日本の水準
より高い。多くの種目において参加率が低下
傾向にある日本に対して、韓国では活発なレ
ジャー行動が見てとれる。 
 既存の調査データを比較すると、韓国はテ
レビ視聴やインターネット、ゲームといった
情報機器製品に依存する活動が中心となり、
観光活動の参加率が低い傾向が見られた。し
かし、「国内観光旅行」は概ね日韓とも同水
準にあり、むしろ韓国の参加率２位の「登山」
は日本より突出して高い身近なレジャー活
動として定着している。「ピクニック、ハイ
キング」、「オートキャンプ」の参加率も高い。
また、「海外旅行」の参加率も、日本より高
い水準にあり、韓国では観光行動が低い傾向
にあるとはいえない。   
 また、韓国では参加率１位の「映画」、３
位の「カラオケ」、そして「サウナ」、「ビリ
ヤード」といった身近なレジャー活動も日本
より水準が高い。 
 一方、「外食」「読書」などは概ね日韓が同
水準にある。逆に日本の方が水準が高いレジ
ャー活動として、「園芸、庭いじり」「帰省旅
行」「日曜大工」が挙げられる。 
 
②レジャー活動潜在需要の日韓比較 
 潜在需要（参加希望率−参加率）を日韓比
較すると（図５）、日韓ともに、潜在需要１
位は「海外旅行」であるが、韓国の方がその
規模が大きい。ちなみに、韓国の参加率と参
加希望率には相関関係がみられる。韓国の方
が潜在需要が特に大きいレジャー活動とし
て、「競艇」「サッカーくじ（toto）」、そして、
「ボランティア活動」が挙げられる。韓国に
は存在しない「パチンコ」の潜在需要も大き
い。韓国では、こうしたギャンブル要素のあ
るレジャー活動の潜在需要が目立っている
ことは注目に値する。また、「水泳」や「オ
ートキャップ」も上位に挙がっている。その
他に、韓国において潜在需要の比較的大きい
活動として、「音楽会、コンサート」が挙げ
られる。 
 逆に、韓国で参加率の高い「サウナ」「外
食」は潜在需要がマイナスになっており、韓
国では成熟市場として位置づけられる。韓国
の参加率１位から３位の「映画」「登山」「カ
ラオケ」も、それぞれ潜在需要はマイナスに
なっている。 
 一方、日本の方が韓国より潜在需要の大き
い活動として、「温泉温浴施設」「ピクニック、
ハイキング」「遊園地」が挙げられる。若干
であるが「国内観光旅行」「クルージング」
も日本の方が潜在需要が大きい。  
 

 
図４ レジャー活動参加率の日韓比較 
  

 
図５ レジャー活動潜在需要の日韓比較 
 
（３）レジャー活動の日中比較 
①レジャー活動参加率の日中比較 
 調査した 100 種類の余暇活動について、参
加率を日中比較すると、米国や韓国のデータ
にみられたような、相関関係はみられなかっ
た（図６）。すなわち、米国や韓国における
レジャー活動参加率のバランスは日本と類
似しているのに対し、中国の上海と海南にお
いては日本とバランスが異なっている。これ
を上海と海南で比べても、バランスが大きく
異なっている。 
 全体的な分布状況をみると、上海は、韓国
と同水準であり、日本よりやや高い。海南に
ついても、総じて日本より若干高い水準にあ
る。 
 1 人当たり平均参加種目数でみると、日本
の 11.7 種目に対し、上海は 18.9 種目、海南
は 13.2 種目である。これも日本の水準より
高く、多くの種目において参加率が低下傾向
にある日本に対して、中国の上海、海南では
日本よりレジャー活動が活発であることが
見てとれる。 
 種目別にみると、上海では、「トレーニン
グ」「ピクニック、ハイキング、野外散歩」「ト
ランプ、オセロ、カルタ、花札など」の参加
率が高く、かつ日本よりその水準が高い。海
南では、「トレーニング」「写真の制作」「ソ
ーシャルゲームなどのオンラインゲーム」



「登山」「クルーズ」の参加率が高く、かつ
日本より水準が高い。 
 
②レジャー活動潜在需要の日中比較 
 潜在需要（参加希望率−参加率）を日中比
較すると（図７）、上海・海南ともに日本よ
り潜在需要は若干低い水準にある。特に、海
南は、潜在需要がある程度見込まれるレジャ
ー活動は少ない。あえて挙げるとしたら、海
南の潜在需要１位は「バーベキュー」、２位
は「海外旅行」である。上海においては、日
本より潜在需要が大きいレジャー活動とし
て「バーベキュー」「お茶」「書道」「ドライ
ブ」「フィールドアスレチック」が挙げられ
る。潜在需要は大きいが、日本の方が水準が
高いレジャー活動として「海外旅行」「国内
旅行」が挙げられる。 
 逆に、日本では一定の潜在需要がみられる
が、上海では「遊園地」「動物園、植物園、
水族館、博物館」の潜在需要がマイナスとな
っている。 
 なお、上海の参加希望率は日本と相関関係
がみられた。 
 

 
図６ レジャー活動参加率の日中比較 
 

 
図７ レジャー活動参加希望率の日中比較 
 
（４）総括 
 モンゴル国、韓国、中国・上海、中国・海
南のいずれもレジャー活動参加率の水準は
日本より高く、日本より活動が活発である。

日本と韓国は、参加率と参加希望率にそれぞ
れ相関関係が見られ、レジャー活動参加率お
および参加希望率のバランスが類似してい
る。また、中国・上海の参加希望率は日本と
相関関係にあり、活動のバランスは類似して
いないが、需要面でのバランスは類似してい
ることがわかった。しかし、モンゴル国、中
国・海南については、日本のデータと相関関
係が見られなかった。これにより、参加希望
率の相関、参加率の相関の順に活動状況が満
たされながら発展していく可能性が推察さ
れた。 
 一方、モンゴル国では、参加率と潜在需
要・年間平均活動回数・年間平均費用にそれ
ぞれ相関関係がみられた。韓国、中国・上海、
中国・海南では、参加率と参加希望率に相関
関係が見られた。この相関関係は日本にも見
られるものである。すなわち、レジャー活動
の普及・発展とともに、参加率と参加希望率
の相関が進むものと推察される。ただし、参
加率が調査対象国と比べて総合的に低い傾
向にある日本では、韓国、中国・上海、中国・
海南と比べて潜在需要がある程度見込まれ
る。 
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